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抄録 

 小樽商科大学では 2017 年度から卒業後 3 年と 10 年の卒業生を対象にアンケート調査を実施しており、2021 年度

までの 5 年間で卒業年度 10 カ年度分のデータが蓄積されている。本報告では、第 3 期中期計画期間の終了を契機と

してこれらのデータを包括的に分析するのに先立って、予備的な作業として調査の概要を整理するとともに母集団

に対する標本の代表性に焦点をあて、データの外形的な特性についての分析を行った。分析の結果、性別や在学時の

成績によって回答確率に差が見られることを確認したが、全体としては大きな差はなく基本的属性の構成について

は母集団と一定の類似性があることを示した。 
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1. はじめに 

 小樽商科大学（以下、本学）では 2015 年度に実施された大学機関別認証評価の指摘[1]

などをうけ、第 3 期中期計画（2016～2021 年度）における教育成果等の検証の取り組み

の一環として、2017 年度から継続的に卒業後 3 年および 10 年の卒業生を対象としてアン

ケート調査（以下、「卒業生調査」とよぶ）を実施している。調査についてはこれまで実施

年度ごとに基礎的な集計・分析を行ってきたが、第 3 期中期計画期間の終了を契機として、

本学の教学 IR 室では改めて蓄積されたデータの整理と包括的な分析に取り掛かっている。 

 大学における卒業生を対象とした調査は、特定の職業領域に関連した分野などの例外は

みられるものの、既に大学から離れた学生を捕捉することは難しく、一般に回収率が低い

傾向にある。本学の卒業生調査においても回収率は 25～35%程度であり、これらのデータ

から卒業生の状況を分析・検討しようとする際には標本の代表性について検討しておく必

要がある。もちろん得られたデータは「卒業生の声」として一定の価値はあるが、もしデ

ータに何らかのバイアスがあるとすれば、それを成果の検証や施策の企画立案等の根拠資

料として参照する際には慎重な姿勢が求められるだろうし、必要に応じてデータの補正な

ども検討しなければならない。 

 そこで本報告では、蓄積されたデータの内容的な分析に先立つ予備的検討として、本学

が実施してきた卒業生調査の概要を整理したうえで、主に標本の代表性に注目してデータ

の特性について分析を行う。 

2. 卒業生調査の概要と回答の状況 

 調査対象は、実施年度において卒業後 3 年および 10 年が経過した商学部（単科大学で

あるため商学部のみ設置）の卒業生全員である。したがって、2017 年度の調査では 2006

年度および 2014 年度の卒業生が対象となり、以降は対象の卒業年度をずらしながら実施

していき、2021 年度までに 5 回の調査が実施され 10 カ年度分の卒業生に対して調査が行



 

われた。主な調査内容は、就業状況や地位、収入、社会で求められる能力、在学中の取り

組みや身についた力、大学への評価や満足度、大学に対する意見などで、具体的な質問項

目および選択肢は初回の 2017 年度と 2018 年度以降で若干異なる。2018 年度以降はほぼ

共通の設問および選択肢となっており、一部の項目を除いてデータを統合した年度横断的

な分析が可能となっている。 

 調査期間はいずれの年度も帰省の時期に合わせて 12 月から 1 月に設定し、調査の実施

は外部の事業者に委託している。委託事業者は 2 社あり、2017 年度、2019 年度が同一で、

2018 年度、2020 年度、2021 年度は別の事業者が担当した。調査方法は担当事業者によら

ず、葉書によって調査の告知と協力依頼を行い回答は Web 画面から行う形式で、所定の期

間中に回答が得られなかった卒業生に対しては電話で調査依頼を行った。 

 各年度の対象者数と回答者数、および回答者のうち学籍番号が把握できているデータ数

を表 1 に整理した。回収率は卒業年度別にみると 20~35%程度となっており、各調査年度

とも卒業後 10 年の対象者の方が回収率が若干低いようである。回答者のうち学籍番号が

把握できているデータ数は、2017 年度と 2019 年度は全数であるが、その他の年度は約

65%程度にとどまっている。これは調査の実施事業者に対応しており、調査の実施方法が

異なっていると考えられるため、データを統合して分析する際には留意する必要がある。

また調査において所属学科や性別等の基本的な属性をたずねる設問が含まれていないため、

学籍番号が把握できないデータについては、データの代表性について母集団との関係を検

討することや、学籍番号に紐づいた属性を用いた分析を行うことが難しい。 
表 1 調査年度ごとの回答状況 

調査年度 卒業年度 回答数 n 回収率 
学籍番号把握 

データ数 
学籍番号把握 
データ割合 

2017 年度 2006 年度 181 569 31.8% 181 100.0% 
 2014 年度 192 532 36.1% 192 100.0% 
 合計 373 1101 33.9% 373 100.0% 

2018 年度 2007 年度 135 564 23.9% 86 63.7% 
 2015 年度 136 522 26.1% 95 69.9% 
 合計 271 1086 25.0% 181 66.8% 

2019 年度 2008 年度 106 520 20.4% 106 100.0% 
 2016 年度 137 528 25.9% 137 100.0% 
 合計 243 1048 23.2% 243 100.0% 

2020 年度 2009 年度 122 503 24.3% 79 64.8% 
 2017 年度 167 503 33.2% 111 66.5% 
 合計 289 1006 28.7% 190 65.7% 

2021 年度 2010 年度 142 515 27.6% 94 66.2% 
 2018 年度 156 520 30.0% 107 68.6% 
 合計 298 1035 28.8% 201 67.4% 

全体  1474 5276 27.9% 1188 80.6% 

3. 標本の代表性の検討 

 卒業生調査では母集団の特定が容易で対象者数の規模から全数調査も現実的であるため、

本学においてはサンプリング調査ではなく全数調査を実施しているが、実際には回収率が

低く一部の対象者からしかデータが得られない。回収率が低い場合でも、回答がランダム

に得られていれば推測統計によって母集団をバイアスなく推定することは可能であるが、

実際には調査に回答するかどうかは現在の状況やプライバシー意識、大学に対する印象な

どによって左右されると考えられ、それらが回答傾向に影響をおよぼすことで、単純に集



計を行うと推定に「選択バイアス」が生じる可能性が大きい。回収率が低い卒業生調査の

結果を検討する際には常にこのようなバイアスの存在が課題となり、結果の解釈と利用に

は慎重さが求められる。 

 このような調査データの欠測ないしは選択バイアスを調整する方法は経済学や因果推論

などの分野で活発に研究が行われているが[2][3]、利用可能な変数の問題などから、現時点

ではこれらの方法を直ちに適用することは難しい。しかし、より正確に卒業生の状況を把

握し適切に分析結果を利用するためには、第一に回収率を高める取り組みが近道ではある

ものの、他方で卒業生を対象とした調査で回収率を向上させることは容易ではないことを

踏まえれば、こうした統計的技法を用いてできるだけ正確な状況を推測することも必要だ

ろう。そのためには、卒業生調査自体の分析だけではなく、在学中や卒業時のアンケート

調査、学籍情報や成績など、卒業生調査と紐づけて回答状況の検証やバイアスの調整に利

用しうる各種データを蓄積・利用する必要がある。この点は、大学として学生に関するデ

ータをどう体系的かつ継続的に収集、蓄積していくのかという IR の本質的課題とも関わ

っており、中長期的に取り組まなければならないだろう。 

 このように回答分布にバイアスがある可能性を念頭に置いたうえで、ここではその点を

一旦脇に置き、得られたデータにおける基本的属性などの構成がどの程度母集団と一致し

ているのかを検討することで、外形的な部分におけるデータの代表性を確認していく。本

調査では基本的に学籍番号を特定して回答を求めており、学籍番号をキーとして在学中の

各種データを利用することが可能である。表 1 に示すように、年度によって学籍番号が得

られていない回答もあるが、全体としては 1188 件のデータが利用できる。 

3.1. 回答有無を左右する要因 

 学籍番号を用いて回答データを調査対象者リストに結合し、回答の有無を目的変数とし

たロジスティック回帰分析によって回答確率を左右する変数を検討する。いずれの説明変

数も回答の有無に対して有意な影響がなければ、これらの変数について回答者と非回答者

の特性は類似していると考えることができるだろう。 

 モデルに投入する説明変数は、「調査年度」「卒業後経過年数」および両者の交互作用、

「性別」「所属学科」「入学区分」「進路」「卒業時の平均的な成績」である。「調査年度」「卒

業後経過年数」と両者の交互作用は対象者の卒業年度を分解したものと考えることができ、

回答確率を左右するのが卒業後の経過年数なのか調査年度によるものなのか、特定の卒業

年度に特有のものなのかを検討する。所属学科は、最も人数が多い「商学科」を基準カテ

ゴリとしたダミー変数である。入学区分は古い卒業年度の学生について詳細な入試区分の

データが得られないため、「一般入試」「推薦入試」「その他」の大きな区分とした。なお「そ

の他」には、留学生、社会人入試、編入学、再入学などが含まれる。 

 「進路」は、大半の学生が企業に就職し公務員や進学する学生が一定数いることから、

「企業」「公務員」「進学」および「その他」に分類した。「その他」は、企業や公務員以外

の就職、現職の継続や未決定、自営業、進学や資格取得準備などいずれも該当者が少ない

多様な項目が含まれており、総じていえば進路が一般的な就職や進学ではない学生といえ

る。なお、データが存在しない者も「その他」に含む。卒業時の平均的な成績は、GPA で

はなく各科目の成績の素点（100 点満点）に単位数を掛け、修得単位数の合計で除した値

を計算し、データ全体で平均が 0、標準偏差が 1 となるように標準化した。なお、学籍番



 

号が特定できないデータについては、

分析上は非回答者として扱っている

点には注意が必要である。 

 分析結果を表 2 に示す。疑似決定係

数が 0.032 とあまり大きくないこと

から、モデル全体としては調査への回

答有無をあまり説明していない。その

上で各項目の係数を確認する。 

 調査年度によって回答確率が有意

に異なる場合があるようであるが、卒

業後の経過年数では特段の差はない。

また、回答者の卒業年度特有の効果は

特にみられないようである。性別では

女性の方が回答する確率が有意に低

い傾向がみられるが、所属学科によっ

て回答確率は左右されないようであ

る。入試区分では「その他」の回答確

率が一般入試に比べて有意に低い。こ

れは卒業後に捕捉しにくい留学生を

含むなどの理由が考えられる。進路に

ついては、大多数の企業に就職した学

生と比べて進学した者の回答確率が

5%水準で有意に高い傾向がある。大

学院に進学した場合、学部卒業から 3

年の対象者であれば修士課程修了直後かまだ在籍中の可能性があり、回答が得られやすか

ったと考えられる。最後に、卒業時の平均的な成績は調査に回答するかどうかに有意な影

響をおよぼしており、成績が良かった学生ほど回答が得られやすいことがうかがえる。 

 以上から、全体としてはこれらの基本的な属性変数が卒業生調査への回答状況を大きく

左右しておらず、得られたデータの外形的な構成はある程度母集団との類似性が担保され

ていると考えることができそうである。しかし属性による回答確率の違いから、分析を行

う際には留意しなければならない点もいくつかある。性別と成績によって回答確率が異な

ることから、得られたデータでは女性の意見の反映がやや過少になっていることや、相対

的に成績が優秀であった学生の意見が過大に反映されている可能性には留意が必要だろう。

これらによって各設問への回答傾向が異なるとすれば、集計結果にもバイアスが生じる可

能性がある。そのため、分析においては層別に検討を行うことや、これらの変数を回答の

有無と回答内容の両方に影響をおよぼす共変量として適切に統制するなどバイアスを調整

する統計的な対処が必要だろう。 

3.2. 回答有無に影響をおよぼす変数の詳細 

 ロジスティック回帰分析においていくつかの変数が回答有無に影響をおよぼすことが示

唆されたが、分析の性質上、回帰係数の値（オッズ比）だけでは回答状況の差を直感的に

表 2 回答の有無を目的変数とする 
ロジスティック回帰分析  

 B exp(B) p 値 
 

(Intercept) -1.373 0.253 0.000*** 

調査年度 (Ref. 2021 年度)    
 

2017 年度 0.884 2.422 0.000*** 

2018 年度 -0.113 0.893 0.476
 

2019 年度 0.369 1.446 0.013** 

2020 年度 0.123 1.131 0.423
 

卒業後経過年数 (Ref. 3 年)    
 

10 年 -0.002 0.998 0.990
 

交互作用    
 

2017 年度調査:卒業後 10 年 -0.089 0.914 0.664
 

2018 年度調査:卒業後 10 年 -0.040 0.961 0.861
 

2019 年度調査:卒業後 10 年 -0.249 0.779 0.251
 

2020 年度調査:卒業後 10 年 -0.310 0.733 0.172
 

性別 (Ref. 男性)    
 

女性 -0.189 0.828 0.009*** 

所属学科 (Ref. 商学科)    
 

経済学科 -0.016 0.984 0.860
 

社会情報学科 -0.159 0.853 0.131
 

企業法学科 0.070 1.072 0.471
 

入学区分 (Ref. 一般入試)    
 

推薦入試 0.138 1.148 0.143
 

その他 -0.453 0.636 0.024** 

卒業後の進路 (Ref. 企業)    
 

公務員 0.014 1.014 0.902
 

進学 0.447 1.564 0.031** 

その他 -0.215 0.807 0.069* 

卒業時平均成績 (標準化) 0.179 1.196 0.000*** 

疑似決定係数 (McFadden) 0.032   

※p<0.01:***, p<0.05:**, p<0.10:* 



理解することが難しい。そこで 1%水準で統計的に有意であった性別および卒業時の平均

成績の 2 変数について、回答状況との関係を可視化することで追加的に検討を行う。 

 性別による回収率の差を、各卒業年度で学科別にまとめたものを図 1 に示す。総合的に

みれば女性の回収率が低いものの、男性の方が回収率が低い卒業年度・学科もあり一概に

女性の回答が少ないというわけではないことがうかがえる。分析の目的や方法次第である

が、個々の卒業年度を比較するような場合には性別による回収率の違いに留意する必要が

あるだろう。 

 
図 1 卒業年度・学科ごとの男女の回収率 

 次に、回答の有無で卒業時の平均的な成績の分布がどの程度異なるのかを視覚的に検討

する。図 2 は、成績分布として平均得点の確率密度をカーネル関数（正規分布）によって

推定し、卒業年度ごとに性別で区分して卒業生調査への回答有無を比較したものである。

また、回答者と非回答者の平均値をそれぞれ垂直な実線と破線で示した。全体的な傾向と

しては回答者の方が非回答者よりも成績分布がやや高い傾向がみられるが、卒業年度と性

別の組み合わせによってはほとんど重なっている場合もあり、双方で成績分布が大きく異

なっているというわけではないことがみてとれる。 

 
図 2 回答有無による成績分布の比較（卒業年度・性別ごと） 

  



 

 一般的な予想として、成績が良い学生の方がこういった調査に積極的に回答すると考え

られ、ここでの分析結果もそれと整合的ではあるが、このように成績分布を重ねて視覚的

に比較すると想定よりは意外と差が小さい印象をうける。また、成績が低位の層からもそ

れなりにまんべんなく回答が得られており、統計的な考慮はもちろん必要であるが極端に

偏っているわけではなく、在学中の成績層という点では全体的な傾向を十分に検討できる

データであるといえるのではないだろうか。 

4. まとめと今後の分析に向けて 

 本報告では、小樽商科大学でこれまでに実施した卒業生調査のデータについて、内容的

な分析に先立って、得られたデータの母集団に対する代表性について予備的な検討を行っ

た。一般に卒業生調査は回収率が低く、データを成果検証や企画立案等に適切に利用する

ためには、まず得られたデータそのものの特性を十分に確認しなければならない。ここで

は、学籍番号に紐づく基本的な属性を中心に回答有無との関係を検討し、いくつかの変数

では差が見られるものの、総じてみれば外形的には標本に一定の代表性があることを確認

した。したがって、その他のバイアスには留意しつつ適切に分析を行えば、一定の有用な

知見が得られるだろう。管見のかぎり、大学の卒業生調査においてデータの代表性を検討

したものはあまりなく、その点で一事例ではあるが有用な知見を提供できたと思う。 

 他方で、ここで検討したのは卒業時の基本的な属性であり、調査に回答するかどうかを

左右する要因として影響は大きくない。調査に協力するかどうかを左右するのは、現在の

就業状況や社会的な達成度合い、生活満足度など、調査対象となる変数そのものが回答を

大きく左右している可能性がある。そして非回答者についてはこれらのデータが観測でき

ないため、統計的な補正を行うことも難しい[4]。この点については、回収率を向上させる

ことや、非回答者に対して追加的な調査を実施するなど地道な努力とともに、常にバイア

スの存在を念頭に定量的な分析結果以外の知見も組み合わせて卒業生の状況を多面的に推

理することなども必要だろう。また回答者の特性をより詳しく検討するためには、在学中

に体系的にデータを収集しておくことも重要である。例えば、卒業時に大学生活に対する

満足度や愛着などを調査しておけば、回答が相対的に大学に好印象を持つ学生に偏ってい

るかなどを検討することができるだろうし、内容的な分析においても有用である。現状で

はこのような調査が体系的に行われておらず、本件に限らず教学 IR 上の課題である。 

 以上を踏まえ、引き続き蓄積された卒業生調査の分析を進めていきたい。また、今後の

卒業生調査に向けて基本的な属性などの必須項目の設定や調査方法、調査の内容や在学中

のデータ収集などについても、ここでの知見を踏まえて再検討を行いたい。 
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